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ドクターのための相続知識
保険証券 vs 遺言書、
生命保険の受取人はどちらが優先？

シニア・プライベートバンカー 佐藤　喜博
「全財産を長男に」という遺言書を残したものの、生命保険の受取人は漠然と

「相続人」となっていた場合、保険金は法定相続人で分けるのが原則です。で
は、もしその遺言書に「生命保険金は長男に相続させる」という一文があったらど
うなるでしょうか。今回は、保険契約と遺言の意思が異なる場合にどちらが優先され
るのか、という複雑な問題について解説します。

◎ 本記事をお勧めする方 
遺言書で財産の分け方を指定しようとお考えの方
生命保険の受取人指定を生前の対策として重視している方
相続手続きにおける法務と税務の違いを整理したい方
相続トラブルを未然に防ぐための具体的な方法を知りたい方

※上記は、2025 年 9月現在の税制・税率に基づき作成しておりますが、あくまでも概要について説明し
た参考情報（値）であり、その内容の正確性をお約束するものではありません。また、税制・税率は
将来変更されることがあります。なお、個別の取扱いにつきましては、所轄の税務署の判断によります
ので、お客さまご自身にて所轄の税務署または税理士にご確認ください。上記、２０２５年９月現在の
法令に基づき作成しております。詳細につきましては、弁護士等にご確認ください。

ポイント 1：【原則】受取人「相続人」指定の保険金は遺産分割の対象外
まず、全ての基本となる原則を確認します。生命保険金は、保険契約に基づいて支
払われるため、相続によって受け継がれる「相続財産」とは法的に区別されます。こ
れは受取人の「固有の財産」とされ、遺産分割協議の対象にはなりません。
※相続人の間で著しく不公平な場合、遺産分割協議の対象となることがあります。
したがって、保険証券の受取人が「相続人」と指定されている場合、その保険金
は遺言の内容とは関係なく、各法定相続人が法定相続分に応じて受け取る権利を持
ちます。
これが、保険契約を優先する原則的な考え方です。この原則だけを見ると、遺言で特
定の相続人を指定しても意味がないように思えますが、次に述べる例外が存在します。

ポイント 2：【例外】遺言による「受取人変更」は有効だが、トラブルの火種に
原則を覆す可能性があるのが、遺言書による意思表示です。過去の最高裁判所の

判例では、遺言によって死亡保険金の受取人を変更することは、原則として有効であ
ると判断されています。
つまり、保険契約上の受取人が「相続人」となっていても、遺言で「保険金は長男に」

と明確に指定されていれば、法的には長男が受取人としての権利を主張できるのです。
しかし、ここには大きな実務上の注意点があります。保険会社は遺言書の存在を知

らないため、保険証券に記載された受取人（この場合は法定相続人全員）に保険金
を支払ってしまいます。
その結果、遺言で指定された長男は、いったん保険金を受け取った他の兄弟姉妹

に対し、「その保険金は自分のものだから返してほしい」と裁判などで請求しなければ
ならない可能性があるのです。有効なはずの遺言が、かえって深刻な家族間の紛争を
引き起こす火種になりかねません。

ポイント３：誰が受け取っても「みなし相続財産」として課税される
では、税務上の扱いはどうなるでしょうか。ここが非常に重要な点で、分割で誰が

最終的に保険金を受け取ることになるか（ポイント1のケースか、ポイント2のケースか）
にかかわらず、相続税の計算方法は同じです。
被相続人が保険料を負担していた生命保険金は、常に「みなし相続財産」として

扱われ、実際に受け取った人の相続財産に加算して相続税を計算します。
もちろん、法定相続人が受け取る場合は「500 万円×法定相続人の数」の非課
税枠が適用できます。
ただし、ポイント2のケースで、遺言によって相続人ではないお孫さんなどが受取人

に指定された場合、そのお孫さんは非課税枠の適用を受けることはできません。分割の
ルールと税務のルールは連動しないという点をしっかり理解しておく必要があります。

まとめ：意思の不一致は禁物。「契約」と「遺言」の一貫性を保つ
生命保険の受取人指定は、①保険会社との「契約」、②「遺言書」という二つの

方法で意思表示が可能ですが、両者の内容が異なると深刻なトラブルを招くことがお分
かりいただけたかと存じます。
このような事態を避けるための最も確実な対策は、お元気なうちに保険会社の所定の
手続きを踏んで、受取人を個人名で明確に指定し直しておくことです。
遺言書で財産の承継先を指定する際は、生命保険の受取人指定もそれに合わせて

見直すなど、ご自身の意思表示に矛盾が生じないよう、全体の一貫性を保つことが円
満な相続の鍵となります。
ご自身の保険契約と遺言書の内容が、現在の想いと一致しているか。この機会に、
専門家を交えて確認されてみてはいかがでしょうか。




